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　　南北問題の今日
The　North－South　Problems　on　Today
堀　中　　　浩
　Hiroshi　Horinaka
　1992年2月8日から，3週間にわたって，ラテンアメリカ，コロンビアの都市，カルタヘナ
で，国連貿易開発会議（UNCTAD）の第8回総会が開催された。この会議には，150力国の代
表，2，000名が参加したのであるから，盛会であったというべきだろう。また20世紀の最後の10
年間の「貿易と開発」を論じ，政策提言をするという位置づけからみても重要な会議であったと
いうべきなのであろう。
　総会では，「新しい南北協力にむかって」というテーマがかかげられて，南北協力の再編成が
訴えられていたが，先進国側の専門諸機関，すなわち，IMF，　GATT主導の考え方におしきられ，
何ら成果を上げることができなかったようである。発展途上国の開発をめぐっては，多くの困難
が予想された。1960年代，こうした困難を南北間の協力によって，国際社会全体の課題として
これを解決していこうという認識が生れた。この課題を人々は称して「南北問題」とよんだので
ある。この原点にたつとき，南北問題は，何ひとつ解決せず，より困難にさえなっているという
ことができよう。
　食糧問題，債務問題，一次産品問題，多国籍企業問題，技術移転問題など，これらのなかには，
援助による開発によって新たに発生している問題もある。先進国は，こうした問題にも目をつぶ
り，見えぬ振りをするのは，何故なのか。南北協力を捨て，自助努力の論理に転じているのは何
故なのか。あらためて南北問題とは何であったのか。資本主義世界経済の歴史的発展の過程のな
かで位置づけ，その内容をあきらかにする必要にせまられているように思う。
（1）
　発展途上諸国の開発という課題は，1980年代（第3次国連開発の10年間計画期）の10年間に
みるべき成果をあげていないという意味で，人々は，この10年間を“失われた10年”とよんで
いる。しかし，この10年間の過程は，そのようにひと言で片づけてしまうことのできない，も
っと複雑な過程としてみなければならないように思う。数量的な諸指標において発展途上諸国の
経済が停滞，ないしは後退しているということは，人間の労働や経済活動が成果となってあらわ
れていないということにとどまらず，多国籍企業の進出，対外債務の深刻さ，貿易収支の悪化，
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インフレーションなど発展途上国経済にとって，より深刻な問題が提起され，より厳しい状況に
おかれていることをあらわす諸現象をともなっているのであって，国際経済諸関係からもたらさ
れている発展途上諸国人民の生活のいっそうの劣悪化などがおこっているのであって，その内容
にたちいった考察を加えていかなければならないのである。
　世界銀行の1990年の年次報告ではつぎのようにのべられている。
　「1980年代一それはしばしば貧しい人々にとって“失われた10年”とよばれたが，一事実と
しては，全体としての前進の傾向に転換がおこったわけではなかった。世界の貧しい人々の大多
数の所得は，上昇したし，5才以下の幼児死亡率，初等教育入学者率，そのほかの社会的指標も
また改善をしめている。だがしかし特定の地域においては，1980年代の後退が，深刻なかたち
で進行した。サハラ以南アフリカやラテン・アメリカの多くに人々にとって，80年代の10年間
で所得が低下し，貧困の事態が拡大した。そして少くともラテン・アメリカにおいては，社会的
諸指標に立ち直りのきざしが示されているといえそうである。」ω
　この世界銀行の年次報告においては，全体としての発展途上諸国の開発過程の進行という世界
経済の展開局面にあって，逆転や後退の事態がおこったわけではないとしながらも，サハラ以南
のアフリカ，およびラテン・アメリカ諸国においては，所得の低下や，貧困の事態の拡大が実際
におこっているということを認めているのである。
　第1表をみると，中東・北アフリカ地域，すなわち，アラブ諸国においても，80年代を通じ
て，所得の減少がおこっていることが示されている。また，ラテン・アメリカ諸国では，立ち直
りのきざしがみられているといわれているように，たしかに1991年には若干ではあるが，上昇
に転じているのである。しかし，このことは，80年代において，1人当り所得が減少をつづけ
たという事実が否定されるわけではない。しかも，サハラ以南アフリカでおこっている所得の低
下は，率において70年代の成長を帳消しにするもので，アフリカにとっては，「失われた20年」
第1表　工業化と発展途上国における1人当り国民所得の成長1960～2000年
（平均年変化率）
国家グループ 1960－701970－801980－90 1990 1991〔・｝ 1990－2000ω
高所得国 4．1 2．4 2．4 2ユ 0．7 2．1
発展途上国 3．3 3．0 1．2 一〇．2 一〇．2 2．9
サハラ以南アフリカ 0．6 0．9 一〇．9 一2．0 一1．0 0．3
アジアと太平洋 2．5 3．1 5ユ 3．9 4．2 4．8
需　アジア　アジア
?? ?? ?? ?? ?? ??
中東と北アフリカ 6．0 3．1 一2．5 一1．9 一4．6 1．6
ラテンアメリカとカリブ 2．5 3．1 一〇．5 一2。4 0．6 2．2
ヨーロツパ 4．9 4．4 1．2 一3．8 一8．6 1．9
東欧 5．2 5．4 0．9 一8．3 一14．2 1．9
人口によるウエイトでの発展途上国 3．9 3．7 2．2 1．7 2．2 3．6
注旧ソ連は含まれない
（a）・予測
資料　世界銀行1992年
出所　The　World　Bank，　World　Development　Report　1992，p．32．
（1）The　World　Bank　World　Development　Reρort　1990，　p．1－2，
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といわなければならないのである。このようにみてくると，「失われた10年」という80年代の発
展途上諸国の状況は世界銀行の指摘よりもさらに深刻な状態におかれていたのであって，ひとり
東アジアにおいて，例外的に開発が促進され，高い成長率が記録されているとみることができる
であろう。
　ここで示されている数字は，国民総生産を人口でわった統計上の1人当りの所得であるから，
アラブ諸国における年率マイナス2．5％として示されている高い減少率は，原油価格の大巾低下
によって蒙った多額の収入減によって生じているものである。したがってこの場合は，他の地域
にくらべて，その原因は比較的に明確に認識しうるのであるが，アフリカや，ラテン・アメリカ
の場合には，その要因は複雑な構成をなしているように思える。
　統計上の数字としては，アフリカ（サハラ以南）の場合には経済成長率をこえる人口増加率が
示されて，1人当りの所得の減少とされるのであるが，②これは，所得減少の要因ということに
はならない。すなわち，アフリカの貧困は，アフリカですすめられてきた開発戦略が，目標どお
りの成果をあげられなかったのであるから，そのことの検証をおこなわなければならないのであ
る。換言すれば，人口増加率は，幼児死亡率の低下，医療体制などの一定の改善など，独立後の
各国政府の政策，および国際協力等などの成果のあらわれとして一定の積極的評価をすべき指標
であって，その増加率を上まわる経済成長率を達成できなかった要因にこそ目を向けなければな
らないのであろう。
　「タンザニアは大規模な都市及び農村における家族調査が数年にわたって実行されたサハラ以
南のアフリカでの数少ない国のひとつである。調査によると，実際の農村での生活水準は，1969
年と1983年の間で平均して年率2．5％で低下した。都市での低下はよりドラマティックで，この
期間に65％もの実質賃金の低下がおこった。実質個人消費は1973年から43％低下した。
（略）
　ナイジェリアでの貧困の傾向は，いくらか異なったパターンをえがいた。世界的な石油価格の
上昇とナイジェリアの石油生産の増加で1人当り消費と所得は70年代を通じて上昇したが，し
かし1980年代初の経済的逆転が，この国の貧困層に深刻な打撃を与えた。消費は1年に7％も
落ちこみ，生活水準は，1980年代なかばには，1950年代のそれよりも低下してしまった。カロ
リーの摂取量の調査では，1952年と1985年の間には，何の改善もみられなかった。
（略）
　ガーナは，ネガティブ成長の20年間のうち，最近になってやっと生活水準が上昇しはじめた。
1985年には，人口の約60％が1年370ドル以下の生活をおくっている。ボツワナは急速な成長
（1965年から1年に約9％の成長率）を達成した数少ない国のひとつであったが，1985～86年に
は人口の約50％がここでも年間370ドル以下の所得であった。かぎられた事例ではあるが，サバ
（2）　「1980年代のサハラ以南アフリカ諸国全体の年GDP成長率は，平均2．1％にすぎなかった。平均人口増加
　率は，3．2％とすると，この10年間で平均1人当りGDPは，1年当りL1％低下した。」（吉川久治「飢餓・貧
　困に苦しむ最貧国アフリカの経済破綻」「経済」1993年1月号）
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ラ以南アフリカの貧困が深刻であって，なお悪化しつつあるのだという結論が明確な証拠をもつ
ものであることを示している。」（3）
　この世界銀行の報告でとりあげている国々は，限定されたものであるが，しかし，それぞれが，
非常に特徴的で，アフリカの縮図のような意味をもっているように思う。タンザニアの場合は，
かつてのアルーシャ宣言からも推測されるように，農村社会における協同組合的組織およびそれ
らによって構成される村落に基礎をおき，共同労働をもとりいれて，農業改革を中心とした経済
開発を指向したのであった。この戦略は，まず国際収支悪化という対外的関係からもたらされる
障害によって挫折していくことになった。ω
　ナイジェリアの場合には，表面上，原油価格の上昇によって外貨収入の急増がおこり，1人当
り所得が増加したのであったが，国内での改革をともなわないみせかけの開発は，80年代に入
っての，原油の市場価格の急激な低下によって破綻し，石油ショック前の状態以上に悪化して，
1950年代に逆もどりしてしまった。国民の生活水準は，20年以上もひきもどされてしまってい
る。
　ガーナの場合には，エンクルマ大統領時代の大規模工業化戦略の失敗，すなわち，自国の国民
経済としての有機体的まとまりを欠いた，竹に木を継いだような開発プロジェクトが機能しない
ままで，国民への負担となってしまった。ガーナのこの教訓から，小規模の開発プロジェクトを
しだいに積み重ねていくことによって商品経済の拡大をはかり，国民経済形成へと向かうことの
重要性を指摘することができるように思う。
　こうしてアフリカの場合には，様々の教訓が，その開発過程のなかから導きだされている。
1990年代をむかえ，第3次国連開発の10年計画期をおえた今日，アフリカは，全体として新た
な開発戦略によって，経済的発展を実現できる（ないしはしなければならない）時期を迎えてい
るように思う。
　ラテン・アメリカ諸国の問題の所在に眼をむけたい。第1表にみられるように，ラテン・アメ
リカでは，1970年代，原油価格の上昇のもとにおいても，比較的高い成長率を維持し，むしろ，
それは先進国の成長率よりも高く，原油価格高騰という現実のなかで高所得国がその成長率をダ
ウンさせた（4．1％から2．4％へ）なかで，逆に成長率をひきあげて（2．5％から3。1％へ）世界経
済を支えていく役割をはたしたのであったが，1980年代に入ると，一挙にマイナスに転じたの
であった。
　第2表は，ラテン・アメリカ諸国の国際収支である。各国それぞれの相異点をこえて，この地
域は，ひとつの経済圏を形成して，全体としての共通した特徴をもっているということができる。
（3）The　World　Bank；op．cit．p．42．
（4＞　「タンザニアは，植民地経済の奇形的経済構造を払拭し，「社会主義」的経済発展を達成しようとしても，
　その原動力は依然として輸出向小規模農業生産に依存せざるを得ない状況にあった。しかし輸出向小規模農業
　生産の十分な発展を保証するためには，タンザニアは資本や技術者の不足という問題に直面せざるを得ず，そ
　の結果対外援助への依存を低減していこうというニエレレの目的とは反対に，政府援助や国際開発諸機関によ
　る援助が進展していかざるをえなかった。」（吉川久治「タンザニア「社会主義」の経済発展と世界経済」＜野
　村隆夫編「近代社会の成立と展開」1986年204ページ〉）
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第2表　ラテンアメリカの国際収支状況1）
（100万ドル）
輸出（商品
Eサービス）
輸　入
i同） 貿易収支
利潤，利子
ｻの他送金 経常収支 資本収支、 国際収支
1960 10，059 10，043 16 一1，267 一1，251 1，226 一25
1970 18，200 18，802 一602 一2，811 一3，412 4，382 969
1975 44，309 52，784一8，475 一5，659一14，130 14，775 645
1980 ll3，708 123，321 一9，613 一18，528 一28，14430，259 2，115
1981 122，145 134，757 一12，612 一27，834 一40，448 37，959 一2，490
1982 108，637 111，177 一2，540 一39，809一42，349 20，888 一21，461
1983 107，641 81，69125，950 一34，925 一8，977 3，369 一5，609
1984ω 113，884 78，593 34，930 一35，956 一1，02910，303 9，275
（1）アルゼンチン，バルバトス，ボリビア，ブラジル，コロンビア，コスタリカ，チリ，エクアドル，エルサ
　ルバドル，ガテマラ，ギヤナ，ハイチ，ホンジュラス，ジャマイカ，メキシコ，ニカラグア，パナマ，ペル
　ー，ドミニカ，スリナム，トリニダトトバコ，ウルグァイ，ベネズエラを含む。
（2＞バルバドス，ギヤナ，ジャマイカ，スリナム，トリニダトトバコを除く。
（資料）CEPAL，　Statistical　Year　Book　for　Latin　America　and　the　Caribbean　1985．
（出所）J．Schatan；Wor♂d　1）edt’　Who　is　to　pay．？　1987，　p．14．
1960年から1970年の変化は，利子・利潤等の先進国へ送金額をこえて，再度，海外からの投資
活動が活発になり，資本収支の受取りが増加している。この傾向が，1970年代の原油価格の大
巾引上げののちもさらに強まっている。ラテン・アメリカでは，原油価格の大巾引上げ後も，開
発戦略が，アメリカからの投・融資によってつづけられた。すなわち，債務累積型開発戦略であ
る。この戦略に転換がおこったのが，1982年である。資本収支の受取り額が急減している。
1982年の利潤・利子等の送金額は，398億ドルをこえているが，海外からの資本の流入は大巾に
それを下まわる208億8，800万ドルでしかなかった。つまり，ラテン・アメリカにおいては，
1970年代に開発を促進し，債務の累積をつくりだしたことによって，80年代は，その利子・利
潤等の送金のために外貨を優先的に支出しなければならなくなり，経済開発は失速状態におちい
った。1983年の国際収支がその間の事態の変化を雄弁にものがたっている。すなわち，大巾の
輸入削減によって生じた貿易収支の黒字259億5，000万ドルを利子・利潤等の送金249億2，500万
ドルに充当している。
　「失われた10年」と，ちょうど裏腹の関係にある東アジア地域における経済発展についても
眼をむけなければならない。第1表にみられるように，この地域の1人当り国民所得の年成長率
は，1980年代にきわだった高率を示し，世界のなかでぬきんでた経済成長を実現している。先
進諸国が70年代にひきつづき，2．4％という低成長にとどまっているときに，東アジア地域では，
6．3％という高度成長を実現しているのである。1970年代の4，6％からさらに高い成長率を，80
年代に実現しえた要因は何であったのか。
　1980年代に入って，先進諸国，とくにアメリカを中心に欧州・日本が同調して展開されたエ
ネルギー政策（原子力を導入して石油ばなれをつくりだす）が効を奏して，原油価格の値崩れが
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生じ，逆オイル・ショックといわれる状態がつくりだされた。一転して中東諸国は負の成長に転
落してしまい，アメリカを中心とした先進諸国が世界経済発展のイニシアティブをもつことにな
った。世界市場の中心の役割はふたたびアメリカがもつこととなった。
　ところで，世界市場におけるアメリカの地位は，つねに世界経済の拡大を支えていくことにあ
るわけで，その貿易構造は輸入を第一義的に重要視するところにある。だから日米間の貿易上の
不均衡は当然のことともいえるのである。しかし，これにも限度があって，ついに1985年を境
に大巾な円高の為替相場が誘導された。この，逆オイル・ショックと円高の外国為替相場という
二つの国際経済的条件のもとで，東アジア地域の高度成長が実現したのである。1985年以降の
第1図アジア太平洋域内貿易（1989年）
（単位：億ドル）
　　本
X：2，746
Y：1，882
ASEAN（6）
X：1，215
Y：1，154
　　142
＜一
　　120
143
NIES（3）
X：2，017
Y：1，682
レ1．X，　Mは各国・地域の総輸出額（X），輸入額（M）
　2．NIESは3力国・地域
　3．ASEANはブルネイを含む6力国
レ　日本貿易振興会「ジェトロセンサー」1990年11月号，51ページ（原資料はIMF，
　　“Direction　ofTrade　Yearbook　1990”）．
出所　相田利雄・小林英夫編
　　「成長するアジアと日本産業」1991年，13ページ
（221）　　　　　　　　　　　　　　　南北問題の今日　　　　　　　　　　　　　　　　　87
日本の対外直接投資やODAの急増は，第1図のようなアメリカ市場に重点をおいたアジア・太
平洋経済圏を形成し，世界経済の成長拠点としてこの地域が脚光をあびることとなったとみるこ
とができるように思える。
（2）
　1980年代は，世界経済の転換の時期だととらえることができる。
　「東欧における危機と転換は，ひとつの歴史的時代，すなわち，ヨーロッパにおける冷戦的対
決，つまり「平和共存」という「ヤルタ体制の時代」，そして世界中に拡がつた東西対立という
世界二極化の時代，つまり相互に競争する「二つの世界体制」の時代の終りを明らかに示すもの
である。それは，また，ある種の「社会主義構想」，つまり先進資本主義諸国に後れをとり，そ
れから孤立し，しかも同盟体制という教義の下で維持した諸国で社会主義社会を建設するという
歪められた，自己破滅的な試みの終りと失敗を示すものである。」㈲
　こうして，旧ソ連によって形成されていた「二つの世界体制」の崩壊によって，世界は，対
立・抗争・対抗・支配・従属といった時代から，平和・競争・協力・協調の時代に転換したかの
ように受取られ，また故意にそのように整理された文脈のもとで特徴づけられようとしている。
しかし，旧「社会主義体制」によって対立や抗争さらには支配と従属がつくりだされたのではな
くて，そうした特徴は，資本主義世界経済体制，そのものがつくりだしたものであり，資本主義
の発展自体が生みだしてきた諸矛盾であり，諸特徴であった。したがって，1980年代におこっ
た旧「社会主義体制」の崩壊と，そのことの関連で，世界経済体制においてどのような変動が生
じているのかということは，世界資本主義世界体制自体の発展過程のなかで明確に認識されなけ
ればならない。
　まず注目しておくことは，第三世界の形成は，いわゆる東西関係とのかかわりで実現したので
あり，旧「社会主義体制」は第三世界の自立性の維持と発展に一定の貢献をしていた。したがっ
て，それの体制としての崩壊は，第三世界に一定の困難をもたらしたということができる。こう
して1980年代は第三世界諸国全体にとってきびしい10年間となったように思える。
　まず発展途上諸国をとりまく国際経済関係で第1にあげなければならない大きな変化は原油価
格の大巾な低下であろう。この原油価格の大幅な低下は，1970年代に資源ナショナリズムの力，
発展途上国の独立の強化として世界経済の上でかちとった成果を帳消しにしてしまったわけでは
ないが，（すなわち，産油諸国が，かつての利権協定を破棄して，資源に関する主権を確立した
事実，換言すれば，資源保有国が本来所有すべき主権が確立され，政治的主権から一歩進んで経
済的領域の主権の一部が確立されたという事実は，もはや後退することはない），その確立した
主権を行使して実現していた原油価格が，先進資本主義諸国の協同したエネルギー戦略によって，
1970年代はじめの水準にまでひきさげられたことの結果であった。（第2図参照）
（5＞Tamas　Szemtes；The　Trαnsfbrmαtion　of　The　VVorld　Economy，1988．（タマス・センテス著，アジア・ア
　フリカ研究所訳「世界経済の転換」1991年，143ページ）
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　　　　　　第2図　商品価格指数（1979～81年を100とする）
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資料　World　Bank．
出所　The　Chαllenge　to　the　South，　by　the　South　Commission，1990，　p．61．
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　この原油価格の大幅低下，すなわち，価格における70年代初頭への後退がおこったのである
が，この事態は，単に70年代初頭の状態にもどったというものではなかった。第1に，すでに
オイルダラー還流によって形成された国際金融資本による支配網の役割に注目しなければならな
い。1970年代に石油輸出諸国が実現した輸出収入の増加は，民間銀行，とくにアメリカの民間
銀行を通じて国際金融市場に還流されていた。そしてこの多額の資金が，これら金融資本の貸付
資本として発展途上諸国に流入するという金融の流れが，資源ナショナリズムによって南側が一
定の交渉力をつくりあげていた世界経済のなかで，もうひとつ注目しておかなければならない特
徴として実現していたのである。
　そして1980年代に入るや，この産油発展途上諸国の輸出収入の増加が消え去ることによって，
まず，南北関係における南側の交渉力を支えてきた資源ナショナリズムの力は弱まり，産油国を
経由した金融の流れがなくなることによって，先進資本主義諸国の金融資本の力は一挙に強化さ
れた。
　第2には，単に産油発展途上諸国の石油収入が激減したということではなくて，先進資本主義
諸国が，世界の石油市場から膨大な収益を手に入れることに成功したということである。第3表
を基礎にして，次のような計算がなされている。「世界での〔石油の〕生産は現在1日約5，400万
バーレルであるから，このことによって，石油価格において1ドルの低下があると，北アメリカ
に対しては，1日に1，400万ドル，年間50億ドルの価値移転がおこる。さらに同様にして，西ヨ
ーロッパに対しては，1日やはり1，400万ドル，日本に対しても1日2，000万ドル，したがって年
間にして200億ドル近い移転がおこっていることになる。」⑥
（6）Aoan　Freeman；The　Economic　Background　and　Consequence　of　the　Gulf　War（Haim　Bresheeth＆
　Nira　Yurval－Davis　ed．；The　Gulf　War　and　the　New　World　Or（ier，1991，　p．161．）
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資料　World　Oil　Trends，1989．
出所　Haim　Bresheeth＆Nira　Yuval・Pavis　ed．，　The　Gulf　VVar　and　the　Neω　VVorld　Order，1991，　p．161．
石油生産と消費における地域分布（1989年）
　　　　　　　　　　　　　　　消費の割合（％）
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　このようにして先進諸国が手に入れた収益は，企業の高い収益率として，また社会経済的には，
「カネあまり現象」として実現し，しだいにバブル経済といわれている証券市場における異状な
高値を中心とした投機的収益の膨張現象をつくりだしていった。
　このような先進諸国経済の繁栄とは，対照的な現象として「失われた10年」といわれている
80年代の危機的状況が第三世界につくりだされていたのである。これが第3にあげられる特徴
ということができる。すなわち，発展途上諸国の経済的危機は，すでにのべた第1，及び第2の
特徴と連動しておこっているという点で，重要性をもっているといわなければならない。原油価
格の低下が石油消費国に利益をもたらしているのであれば，当然非産油発展途上国もその恩恵を
蒙むってもよいはずであるが，そのようなことはおこっていない。ただ一部の国においては，た
しかに成長の加速現象がおこっている。この場合は他の要因をもあわせ考慮しなければならな
いo
　第3図をみよう。1960年代，70年代と，発展途上諸国は，比較的高い成長率を示してきて，
国連の「開発10年計画」の一定の成果が実現していることを確認することができる。UNCTAD
を中心とした南北間交渉には，内容的に不充分な点もたしかに存在しているが，しかしその交渉
によって実現してきたいくつかの政策が，南北問題を多少なりとも前進させたということができ
るように思う。第3図に示された数字はそのことをものがたっている。そしてこの成長率は80
年代に入って，急減し，全体としてはプラスの成長率を示してはいるが，第1表の数字とあわせ
てみると，東アジア地域の高い成長率が全体の成長率をおしあげている。したがって，この東ア
ジア地域の成長をのぞいて考えると，80年代の危機の深刻さが，60年代，70年代と異なった南
北関係の結果であることが，明確になってくるのである。
　こうした事実をふまえて，「南委員会」の報告はつぎのようにのべている。
　「1980年代の経過において，戦後間もない時期に，10年区切りで，形づくられてきた開発協
力に関する国際過程が，事実上崩壊したのである。」（7）
　すなわち，国連の開発の10年計画も，その具体化を計るUNCTADも存在はしているけれども，
（7）　The　South　Commission　7！んθCんαZZeη8eごo　tんεSou彦ん一丁んe　Rεpor孟oズ疏e　South　Cornmissめπ，1990，
　P．18．
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第3図　南におけるGDP成長率（1960－87年）
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資料　UNCTAD
出所　The　Challenge　to　the　South，　by　the　South　Commission
　　　l990，　p．33，
その理念は今や捨てさられ，IMF，世界銀行主導の構造調整政策が，発展途上諸国の主権を無視
してすすめられているのであるから，南北間に形成されていた国際協力は，事実上崩れてしまっ
たとみることができよう。
　このような新しい南北関係の出現によって，発展途上諸国の経済開発過程は，さまざまの問題
を提起することになった。換言すれば，南北問題は，かつて1961年の国連第16回総会において
決議された「国連開発の10年，国際協力のための計画」以来，南北間の開発協力の問題として
理解されてきた。したがって，発展途上諸国の経済開発の問題は，即，南北間の国際協力の問題
でもあった。ところが，南北間におけるこのような国際協力が事実上崩壊した今日，発展途上諸
国の経済開発に関する問題は，従来とは異なった視点からとりあつかわれることになっているの
であり，考察の視点も当然，異なってこざるを得ないことになっているように思う。
　ところで，この国連の開発の10年計画には，もともと問題点があったわけで，すでに
UNCTAD第1回総会でのプレビッシュ事務局長の報告「新しい貿易政策をもとめて」のなかで
指摘されていたことはよく知られているとおりである
　対外援助を含めた，外国資本の導入による経済開発によって生じてきた問題点が存在し，それ
が現実化した段階で，すなわち，すでに指摘されてきた問題点が現実のものとなった今日の段階
で，「国連開発のユ0年計画」の理念，すなわち，発展途上諸国の経済開発の課題を先進国をも含
めた国際経済社会全体の課題として設定し，これを南北間の国際協力によって解決しようとしな
かったことこそが，問題なのである。
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　少なくとも国連ではそのような協力の方向が用意されていたし，人々はそこに期待をもってい
た。1986年5月には，国連史上はじめて一地域を対象にした「国連アフリカ問題特別総会」が
開催された。しかし先進諸国は，アフリカ統一機構（OAU）の作成した「アフリカ経済復興優
先計画」（1986～1990年）を拒否して，債務返済を優先すべきことを主張した。｛8｝この1980年
代半ばにおいて，債務返済優先政策をうちだすことは，まさに経済開発のための南北間の国際協
力の放棄を意味しているのであって，先進国の提唱（アメリカの提案による）によって1960年
代以降実施されてきた国連を舞台にした南北間の国際協力は，このようにして，先進国自身の手
によって，葬り去られてしまったのである。
（3）
　1960年代に発展途上諸国の経済開発の促進をテーマにきつかれた南北間の国際協力の関係が，
1980年代には，全く異なる関係に転化していた。それは債権者と債務者の関係，国際金融上の
債権・債務の関係に転化していたのである。
　「南委員会」の報告書はつぎのようにのべている。
　「規則だった北から南への債務関連の価値移転が，1984年からは逆転し，それは，南側諸国
の上にとりつけられた巨大な排水管となってしまった。1984年と1988年の間に発展途上諸国は
全体として，このことによって，北側に対して1，630億ドルの純支払いをおこなった。1988年ま
でに債務に関連した資源に関して純受取りの地位にとどまっていた南側での国々は南アジア地域
でしかなかった。とはいっても，1988年の南アジアへの価値移転は，1982年の場合の30％を下
まわっていた。1986～88年の期間では，IMFから発展途上諸国への純貸付額は，負であった。
又，1988年には，世界銀行に対しても借受側からの資金の純移転がおこっていた。」19’
　このようにして，南北関係における金融の流れは，完全に逆転し，南北間における開発のため
の国際協力は，完全に消えてしまっていたのである。発展途上諸国は，その国民総生産の規模や
内容からみて，本来的に開発資金に不足しているが故に，先進諸国からの資金援助が必要である
という認識にたっていた。そして援助による開発は促進されたが，その開発をめぐる国際協力が，
借款によって実行されたが故に多額の債務をつくりだしたのであって，債務問題の解決は，「国
連開発の10年計画」にしたがえば，一方で開発を促進する過程で，他方でその過程と平行して
政策の具体化が計られるべきものであった。すなわち，その全体を包括したものが80年代にお
ける南北間での国際協力の内容をなすものと考えられる。しかし，このような内容の政策への選
択はなされず，南北の国際協力の協議機関としてのUNCTADは，債務問題に関する協議からは
除外されて，もっぱらIMF，世界銀行にゆだねられたのであった。このような経過において，
みられるように開発をめぐる南北間の国際協力という課題は，もはやかえりみられなくなったの
である。
（8＞拙稿「深まりゆく発展途上国の経済危機」（「経済」1987年1月号）
（9）The　South　Commission；op．cit．pp．58－59．
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　こうしたことの結果として，経済開発の過程においても当然のことながら，逆転現象がおこっ
たのである。すでに各地域のGDPの成長については第1表で確認したが，第4表は，アフリカ
（サハラ以南）での各分野別の変化の状況である。少なくとも1980年までは経済の成長過程がみ
られ，工業，国内投資において高い成長率が示されていて，アフリカの経済開発が促進されてき
たこと，それが，対外貿易のチャンネルを通じて拡大，発展してきた過程を示している。ところ
が，1980年を境にまったくの逆転現象がおこっているのである。国内の投資総額は年率9．3％で
減少し，輸入も年率7．7％で減少しつづけたことが示されている。すなわち，経済開発の過程は，
あきらかに停止してしまった。このことは，国内市場の縮小，経済の縮小再生産過程へとしだい
に波及することとなり，農業，工業などの物的生産活動がしだいに低下していくことになってい
る。
　このようにして，発展途上諸国では，先進国の援助に依存しない開発政策を指向することが重
要な課題として提起されているようにみえるのであるが，はたしてそのようなことが可能である
のだろうか。すなわち，国連中心にすすめられてきた開発路線は，発展途上諸国の経済に対外依
存の体質をうえつけてしまっているのである。
　この対外依存の経済構造（もしくは経済体質一有機体的構成といった方がより適切な表現かも
しれない）は，もちろん，植民地時代からの歴史的過程があるわけだが，少なくとも，植民地体
制の崩壊ののち（ラテン・アメリカ諸国は異なるので，のちにふれる）は，経済自立にむけての
さまざまな努力がなされたが，有効な成果をあげえないまま，さらに新しい依存形態がつくりだ
され，対外依存性は，従来より広がり，深まったとさえいえるのである。この対外依存の経済構
造を，ひとまず，アフリカ型とラテン・アメリカ型に二大別して類型化して，把握しておきたい
と思う。前者は生産力の発展段階からみてもきわめて低い水準で，植民地貿易のもとでのモノカ
ルチャー的植民地経済にかえられ，定着していたが，独立達成後，先進諸国の援助をたよりに，
工業化と開発の戦略（もちろん，すでにみたように，ケニヤ，タンザニア，ガーナ，ナイジェリ
アなど国によってその戦略は異なっているが）によって，近代化と自立化をめざしたのであった
第4表サハラ以南アフリカでの経済指標，一危機への調整
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（年変化率％）
1965年～1980年 1980年～1986年
GDP　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5．6 一〇．0
農業　　　　　　　　　　　　　　　　　L6 一1，2
工業　　　　　　　　　　　　　　　　　9。4 一1．5
（製造業）　　　　　　　　　　　　　　　　　（8．5） （0．3）
サービス　　　　　　　　　　　　　　　　　7。5 0．1
政府消費　　　　　　　　　　　　　　　　　　8．1 一1．0
個人消費　　　　　　　　　　　　　　　　　　4．9 0．7
国内総投資　　　　　　　　　　　　　　　　8．8 一9．3
輸出　　　　　　　　　　　　　　　　　　6．6 一2．1
輸入　　　　　　　　　　　　　　　　　19．5 一7．7
資料　世界銀行
出所　Dharam　Ghai　ed，　The　IMF　and　the　South，1991，　p．17．
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が，その結果は，いっそうの対外依存（従属的といった方がよい側面ももっているが）の強化・
深化へと進んでしまった。
　後者の場合は，すでに19世紀に独立を達成した国々であるにもかかわらず，本源的蓄積を経
ることなく，従属的構造の「国民経済」へと進んでしまったが故に，開発が促進されたにもかか
わらず，経済の自立化＝国民経済の形成においては，前進がみられなかったのである。（1°）した
がって，第2次世界大戦後においても，製造業の成長率に高い数値が示されていながら，国際収
支上における対外依存の特徴はむしろ強くなっていた。1980年代にこの特徴から一挙に悪化が
表面化した。開発は促進されたが，累積債務が巨大化し，債務危機という形をとって経済危機が
表面化し，あらためてその対外依存性の問題がクローズアップされた。
　アフリカ型も含めて1980年代の10年間は，この対外依存経済の危機として進行したのである
から，その危機は，債務危機という形態をとってまつ現象したのである。第5表は1987年まで
の状況でしかないが，1980年代の前半と後半の相違，及び80年代の債務問題が質的に転換して
いく状況をよくあらわしているように思われる。とくにサハラ以南アフリカにおいては，輸出に
対する債務返済比率は47．3％にも急増していて，輸出収入の約半分を債務の返済にあてなければ
ならないという最悪の状態におちいっている。
　こうした事態に陥入るまで，借款，貸付，などによるみせかけの経済開発，すなわち，経済の
拡大，成長を一義的に追求する開発政策を国際協力という名目のもとで実行してきたのであった
が，80年代半ばから一転して輸出収入の増加と債務返済を優先する政策に転換し，いっそうの
対外依存経済の深化を強制することとなった。いわゆる世界銀行主導の構造調整政策の実行によ
る輸出収入拡大が追求された。この政策に対する批判は，根強いものがあるが，国連アフリカ経
済委員会は，つぎのようにのべて肯定的に評価している。
　「しかしながら，問題は，これら調整政策が，長期的開発政策に適合しているか否かという点
にある。この政策に対する批判は，彼らが，短期間にかぎってとりあげているという事実と深く
かかわっているのである。明らかなことだが，持続的で，安定した成長のための経済的条件をつ
くりだすためには，相当長期の期間，すなわち，IMF（長期の貸付のできない機関）とのスタン
ドバイ協定で通常の規定でのべられている期間をこえる期間が要求されている。農村住民に対す
るよりよい刺戟の準備や通貨価値の切下げ，貿易の自由化などのような手段は，生産，とくに輸
出可能な生産物の生産での直接的な努力を生みだすことができるのである。しかしながら，もし
投資額が高い水準で続かず，資源がより有効につかわれず，さらに必要な技術変化がおこらなけ
れば，このことは短命に終ってしまうのである。したがってこの過程には時間が必要なのである。
（1①　「19世紀におけるラテン・アメリカの独立あとの発展は，ヨーロッパのさまざまな周辺部地域の発展とい
　　くらか類似していた。両地域では，現地の支配階級の巧妙な選択の結果として，外向的な輸出飛び地主導の従
　属経済が発展した。ラテン・アメリカの寡頭制一それはフランクがルンペン・ブルジョアジーと呼んだ人び
　と一は農村の地主，都市の商人，銀行家などを主とした階級から構成されているが，彼らは国家的利益に反し
　て，彼ら自身の利益にあわせてうまくやった。…………（中略）
　　このことは，これら地域では，なぜ原始的蓄積の過程が成功裡に遂行されなかったかを明らかにしている。」
　（タマス・センテス著，前掲書，60ページ）
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第5表　アフリカの対外債務と債務の返済（1984年～1987年）
（228）
債’務
うち　北アフリカ
サハラ以南
債務返済
うち　北アフリカ
サハラ以南
債務負担
対GDP比率
対輸出額比率
債務支払の対輸出比率
（内）北アフリカ
サハラ以南
152．1
71．5
80．6
2L7
11．8
9，9
0．57
1．94
27．6
29．1
26．1
174．4
78．9
95．5
24．3
12．3
12．0
0．67
2．14
29．9
30．4
29．3
207．7
90．3
117．4
26．4
12．7
13．7
0．74
2．98
42，7
38．5
42．9
218．1
100．0
118．1
26．5
12．7
13．8
0．70
2．95
35．8
28．9
473
資料　OECD，　Financing　and　External　Deft　of　Developing　Countries，1986　Survey（Paris，1987）IMF　World
　　Economic　Outlook（October　l987）and　others．
出所　U．N．；Survey　ofEcononzic　and　Sociα1　Conditions　in　Africα19861987　N．Y．1988，　P．16．
構造調整プログラムが具体化されたか，またされつつあるほとんどの国おいて，農業生産の明確
で，完全な印象的な高まりがおこっているし，農民は，高価格とよりよい収益の恩恵をうけてい
る。」川
　この報告で言われているように経済の好転が長期に持続するか否かということもたしかに重要
であるが，その場合の経済の内容にも注目しなければならないだろう。そして，1980年代にと
くに注目しておかなければならないことは，短期間に否定的な指標があらわれていることの意味
について，この報告では一方的に無視しようとしていることである。第4表の数値にもあらわれ
ているように，構造調整政策は，一種のショック療法であって，経済の好転があらわれたとして
も，その経済の内容や国々の人民の生活への影響，ないしはその国民経済の性格に質的転換がお
こって，その意味するところに目をむけねばならないのである。とくに輸出収入の増加を優先的
に目標として設定することによって，サハラ以南アフリカの場合には，輸出可能な一次産品の生
産をよりいっそう重視し，その増産に努力するというモノカルチャー政策強化の方向がとられる
ことになっている。
　このことは，一次産品市況を圧迫し，交易条件の悪化をひきおこしたのであって，交易条件の
悪化にもかかわらず，輸出収入を増加させ，対外支払い（債務返済）に充当しなければならない
ので，国民経済の負担は重く，国民は長時間の労働と低賃金（低収入）へとおいやられることに
なっている。
　「世界銀行は，そのレポート「1980年代におけるアフリカの調整と成長」において，このよ
うなプログラムをもたなかった国よりも“強力に改革をすすめた”国の方がよい成果をあげてい
るというデータを提供している。しかし，われわれは，この事実のなかにつぎのようなことも発
（11）U．N．Economic　Commission　for　Africa；Survey　ofEconomic　and　Social　Conditions　in　Africa，1986－1987，
　New　York　1988，　p．20
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見している。すなわち，いわゆる“グッドボーイ”国だといって世界銀行が示したすばらしい成
果だというその輸出数量は，その数量の拡大に失敗した，“バッドボーイ”国に比較して絶対的
に著しい交易条件の悪化という犠牲をしいられていたのである。“グッドボーイ”国における年
率（1980　一　84年と1985－87年がつねに比較されている）0，7％から4．9％という加速された輸出
数量の増加は，80年代初期の年率05％に対して1985～87年における年率4．7％というとんでも
ない交易条件の悪化という犠牲の上に実現したものであった。交易条件による損失が，その輸出
数量の増大からもたらされるべき輸出収入の4分の3を帳消しにしてしまったのである。これと
対照的に，“バッドボーイ”国はかれらの輸出数量を拡大しえなかったが，しかし交易条件によ
る損失は何もうけなかったのである。」（②
　ここでは交易条件という視点から世界銀行の報告に対する批判をおこなっているが，この構造
調整による影響はもっと大きいのである。交易条件の悪化は，価値関係の悪化を内包しているわ
けで，多くの労働が薄められて，より少ない労働としてしか実現していない（より小さい価値し
か含んでいない）わけで，それだけ搾取され，貧しくなっている（より小さい価値しか生産して
いない）。しかも商品経済化はいっそうすすんで，対外依存の構造は，従属的構造へと深化して
いくことにならざるをえない。
　独立して国家の権力を確立したのちにも，こうして対外従属への道が敷かれている。かつて，
19世紀以降にラテン・アメリカ諸国がたどった道である。つまり，アフリカ諸国（サハラ以南）
は，この債務危機をテコにした先進諸国からの従属的性格の強い商品経済化，市場経済化，つま
り従属的資本主義的発展の道が急速におしすすめられているのである。
　つぎにラテン・アメリカ型の特徴とその課題を考えてみよう。ラテン・アメリカでの代表的国
家であるブラジル，メキシコはともにNICsとして知られているが，重債務国のトップにあって，
発展途上諸国の債務危機の典型とみられてきた。そしてアジアNICs（最近ではNIESと称して
いるが，本質的な相違があるわけではない）と比較して，その失敗（アジアNICsはなぜ債務危
機に陥ることなく成長をつづけているのか一その成功に対してラテン・アメリカNICsの失敗が
問題にされている）が論じられている。そしてブラジルの場合には，明確に確認されるものとし
て，輸入代替工業化戦略がとりあげられ，この戦略が失敗の要因とされているのである。いうま
でもないことであるが，アジアの場合には，輸出指向の工業化戦略を次第にとるようになり，そ
のことが成功をもたらしたと考えられている。
　メキシコも同様の過程をたどるのであるが，この国の場合は，産油国という性格があって，逆
オイルショックによる劇的転換を示すので，（1982年の危機）やはり，ブラジルに典型例をみる
方がよいように思う。
　ところで，事態はそれほど簡単なものではないのであって，論理的には，ブラジルのおかれた
国際経済的環境，すなわち，新植民地主義的従属構造にその要因がもとめられるべきであろう。
（12）　P．Sankar＆H．W．Singer，“Debt　Crisis，　Commodity　Prices，　Transfer　Burden　and　Debt　Relief’
　（lnstitute　of　Development　Studies，　Discαssion　Pαper　No．　297，1992，　Brighton）p．20．
96　　　　　　　　　　　　『明大商学論叢』第77巻第2号　　　　　　　　　　　（230）
　まず，第6表からみていこう。1980年代に入って，輸出は急速に伸びをしめして，国民所得
の成長を上まわって拡大している。ブラジルの場合をみると，1980年までGDPに対する輸出の
比率が10％に達していなかったのだから，国内市場に依振した開発であったといいうるのだろ
う。しかし，80年代に入るとその比率が急速に高まっている。これは輸出の増大に努力してい
ることのあらわれであろう。
　さらに第7表をみると，ブラジルの輸出増加の特徴をしることができる。輸出総額は年率
19．5％で増加し，1975年から1985年の問に，約3倍に拡大した。品目として大きな役割をはた
したのは，基礎製品，化学製品，機械・輸送機器などであった。これら製造品は，1975年には
輸出総額の26％強であったが，1985年には46％に上昇している。逆に1975年に約70％弱もし
めていた一次産品（食料，原・燃料など）が，1985年には50％にまで低下している。輸出品構
第6表　ブラジルとメキシコにおけるGDPに対する輸出の比率（％）
1960年 1970年 1980年1985年 1988年
ブラジル
メキシコ
?」?? ??? 9．0
10．7
14．1
15．2
12．9
17．7
資料IDB（1989年）
出所Diana　Alarcon＆Terry　Mokinley，　Beyond　lmport　Substitution，　The
　　Restructuring　Pr｛）ject　of　Brazil＆Mexico，　Lαtin　American
　　Perspectines，　Spring　1992，　p．77．
第7表ブラジルの主要輸出品（10①万ドル）
SITC 商品 1975年 全体ﾌ％
SITCの
@％ 1985年
全体
ﾌ％
SITC
ﾌ％ 年　率
0 食料 3，551 41．0 100．0 7，347 28．7 100．0 10．7
コーヒー 1，306 36．8 3，556 48．4 17．2
1 飲料 153 1．8 466 L8 20．5
2 原料 2，097 24．2 3，345 13．1 6．0
3 鉱物，燃料 201 23 1，624 6．3 70．8
4 動物，植物油 267 3．1 838 3．3 21．4
5 化学製品 186 2ユ 100．0 1，679 6．6 100．0 80．3
512 有機化学 59 31．7 711 42．3 110．5
6 基礎製品 749 8．6 100．0 4，603 18．0 100．0 51．5
6291天然ゴム製品 n．a． 212 4．6
68 非鉄金属 30 4．0 510 ユ1．1 160．0
7 機械及輸送機器 896 10．3 100．0 3，899 15．2 100．0 33．5
71 非電製品 426 47．5 1，662 42．6 29．0
7115ピストンエンジン 91 10．2 646 16．6 61．0
72 電気製品 172 19．2 621 ユ5．9 26．1
73 輸送設備 299 33．4 1，616 41．4 44．0
7321 自動車 63 7．0 521 13．4 72．7
8 その他製品 392 4．5 100．0 1，557 6．1 100．0 29．7
851 履物 165 42．1 908 58．3 45．0
総計 8，669 100．0 25，594 100．0 19．5
資料UNCTAD（1976年，1977年，1987年）
（注）　SITC－Standard　International　Trade　Clasification．
出所Latin　American　Persρectives，　No．2，　Vol．19，1992，　p．81．
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成の高度化，工業化がすすんでいることを示している。
　このようにして，1980年代に入ると，輸出品構成の高度化，つまり工業製品輸出の増大によ
る輸出収入の増加を実現し，輸入代替から輸出指向の工業化政策への転換へすすんでいくかにみ
えたのであるが，経済成長の行詰り現象がはっきりとあらわれてきた。すなわち，「ブラジルで
は，1980年から1988年までのGDPの年平均成長率は2．9％に低下し，工業成長率はさらに低い
2．9％，製造業のそれは，さらに低い2。2％になってしまった。」u3）これは，アメリカの独占資本
に従属していたブラジル経済の構造そのものに根ざしている矛盾が激化することによってゆきづ
まったのである。
　「1981年から1987年までの期間でのブラジルの輸出において最も高い成長率は，金属・機械
工業の輸出（31．4％）であった。これらの工業は多国籍企業によって支配されていた。」（14）「輸
出増大への民族資本の参加にもかかわらず，事実はなおこの期の多国籍企業が過大に利益をえて
いたのである。ブラジルのいっそうの開放経済への転換は，換言すれば，主として多国籍企業の
機会のための開放となってしまった。」㈹
　すなわち，成功するかにみえた輸出指向の工業となっていたのは，多国籍企業であって，これ
を導入することによって輸出拡大をはたしていたので，これはさらに国際収支を悪化させる要因
を強化してしまっていた。（第2表国際収支表参照）ブラジル政府はこれを克服し，収支改善を
計ろうとしてとった政策が通貨の対外価値の引下げ（30％の引下げ一1981年）であった。しか
し，この政策によって対外競争力は強化されず，国内のインフレーションが促進され，悪性化さ
せてしまった。（第8表参照）
　こうした経済情況の悪化は，その従属的構造の弱点である多国籍企業への依存という部分から
破綻が生じてきたのである。すなわち，直接投資資本の対外流出の増加がおこった。ブラジルで
第8表　悪性インフレーション（消費者物価の年変化率）
? 1981 1982 1983 1984 1985 19861987
ブラジル
メキシコ
アルゼンチン
ベネズエラ
チリ
ペルー
コロンビア
エクアドル
ウルグアイ
ボリビア
ラテンアメリカ全体
9L2
28．7
131．2
10．8
　9，5
72．7
27．5
17。9
29．4
25．2
57。6
97．9
98．8
208．7
　7．9
20．7
72．9
24．1
24．3
20．5
296．5
84．8
179．2
80．8
433．7
　7．0
23．6
125ユ
16．5
52．5
51．5
328．2
131．1
203．3
　59．2
688．0
　18．3
　23．0
11L5
　18．3
　25．1
　66．1
2，177．2
185．2
228．0
　63．7
385．4
　5．7
　26．4
158．3
　22．3
　24．4
　83．0
8，170．5
275．3
58．4
105．7
81．9
12．3
17．4
62．9
21．0
27．3
76．4
66．0
64．6
337。9
143．6
178．3
36．1
22．9
104．8
24．7
30．6
59．9
10．5
187．1
資料　ECI．AC．
出所　S．　Branford＆B．　Kucinski；The　Debt　Squds，　The　US・Bank　and　Lαtin　America，　Zed　Books，1988，　p．5．
（13）　Diama　Alarcon　and　Terry　Mokinley：Beyond　Import　Substitution，　The　Restructuring　Prqjects　of
　Brazil　and　Mexico，　Lα伽んηεrごcαπPerspec伽es　Volユ9，　No．2，1992，　p．78．
（14）　Il）id；p80．
（15）　Ibid；p82．
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は，1970年代には，年間1億8，000万ドルの流出がおこっていたが，80年代に急増して，1980年，
約3億7，000万ドル，1982年，3億7，010万ドルといった額の流出がおこったのである。（16＞
　メキシコやアルゼンチンでも同様の傾向があらわれている。その国民経済の従属的構造のもつ
弱点が，対外経済関係の不均衡から，悪性インフレーション，資本流出，工業生産成長率の低下
となり，このことがいっそうのインフレーションを導き，悪循環が拡大再生産されていたのであ
った。
（4）
　このように，UNCTADにおける南北間の対話によって，南北間の国際協力による開発戦略を
策定・実行するという「国連開発の10年計画」の路線から，IMF・世界銀行が債務返済を挺子
に安定化と構造調整を強制させる政策のおしつけと実行の路線への転換は，発展途上諸国経済の
危機とその従属的性格を強化することとなった。南委員会の報告は次のように批判している。
　「1980年代の調整過程において，これら必要な改革は，構造調整に対する不均衡な国際的ア
プローチと国際金融機関によって処方されたコンディショナリティによって挫折させられた。安
定化と構造調整計画の一部として発展途上諸国に事実上おしつけられたマクロ経済政策一とくに
財政・為替レート政策一は，外貨の支払収支の急速かつ短期の改善達成にむけて加速されている。
まさに厳しい経済的縮小の犠牲で国際的商業銀行の利益擁護が，かくて，国際債務管理戦略の主
要関心事となっている。
　さらに発展途上諸国におしつけられた安定化と調整の計画は，成長を阻害することなしに調整
がおこり，持続することを可能にするほど充分な外部からの金融支援を提供しなかった。計画は
構造的疾病が治癒される速度について不当な楽観主義的な仮定にもとついていた。そのうえ，そ
れらは，市場経済諸国とマネタリスト的政策の有効性における教条的信念によって形成されてい
た。これらの優i先順位と諸政策の結合は，発展途上諸国の経済的災難と社会的荒廃を様々な手段
でいっそう悪化させた。
　とくに公共支出の削減と相対的な価格の変化からなる構造調整の処方における公正さの完全無
視は，保健・教育のような重要な公的サービスに破壊的な影響をもたらし，とくにもっとも広汎
な社会層に悪影響をあたえたのであった。」（’7）
　経済的な局面で好転がおこり，債務の返済は滞ることなくすすんでいくであろう。しかし，そ
こには多国籍企業のいっそうの進出がおこり，人々の生活は低下し，社会的環境の悪化と，福
祉・教育における後退がおこることであろう。こうして南北問題の解決は遠のき，より深刻にな
ることであろう。
　経済的開発は誰のためのものであるのか，経済発展はだれによってもたらされ，それは，人び
との生活とどのようにかかわっているのか。問題の所在をより明確にしなければならない。
（16）奥村茂次他編「データ世界経済」1990，144ページ。
（1り　The　South　Commission；op．cit．pp．67－68．
